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働き方改革の一つとしての職業能力開発支援 
 

上席主任研究員 的場 康子 
 

 

＜自分で職業生活設計を考えるために＞ 

 労働人口の減少や技術革新の進展など社会環境の変化は、人々の職業生活に大きな

影響を与える。企業は人材不足を補うために、中途採用の強化など幅広く人材の確保

に努める一方で、テクノロジーの進化による新技術への対応などを通じて、社員一人

ひとりの生産性を高めていく必要がある。そのために、企業は社員の職業能力開発に

向けた取組を進めるとともに、社員も自らの適性に合わせて必要な職業能力を獲得し

ながら、職業生活をデザインしていくことが求められている。 

実際、こうした状況を認識している人は多いようで、厚生労働省「平成28年度能力

開発基本調査」（2017年３月）によると「自分で職業生活設計を考えていきたい」と思

っている人が正社員で29.1％、「どちらかといえば、自分で職業生活設計を考えていき

たい」まで含めると、正社員の７割近くがそのように思っている。パートタイム労働

者などの正社員以外の人々も半数近くが主体的に職業生活を考えていきたいと回答し

ている。 

 

図表１ 職業生活設計の考え方 

注 ：「正社員以外」とは「嘱託」「契約社員」「パートタイム労働者」などの名称で呼ばれている者。派遣労働者と

請負労働者は含まない。 

資料：厚生労働省「平成28年度 能力開発基本調査」2017年３月 

 

＜企業の教育訓練費は減少傾向＞ 

 人工知能などテクノロジーの進化に対応するために人材育成の重要性が指摘されて

いる中、企業の人的資本投資の減少傾向が続いている。常用労働者１人あたりの教育

（ホームページの掲載は2018年1月）
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【企業規模別】

訓練費の時系列推移をみると、2006年から減少している(図表２)。企業規模が大きい

ほど教育訓練費は高く、時系列でみると、「1,000人以上」のみ、2011年よりも2016年

の費用が若干増えているが、999人以下の企業では2011年よりも減少している。特に30

～99人の小規模企業では減少幅が大きい。企業規模にかかわらず、全ての労働者が教

育訓練を受ける機会の均等を図ることが必要である。 

一方で、企業の中には、健康保険料や介護保険料などの法定福利費の上昇もあり、

限られた労働費用の中で教育訓練費を相対的に抑制せざるを得ないとの判断があるか

もしれない。また、こうした経済的側面以外にも、人材育成の運営面における課題も

ある。企業に対して人材育成に関する問題点をたずねた調査結果をみると、「指導する

人材が不足している」ことを問題に感じている事業所が半数以上を占めている（図表

３）。人材育成をおこなうための「人材の不足」が、能力開発推進の壁になっているよ

うだ。 

国は「人材開発支援助成金」として、会社が労働者に対して職業訓練を実施した場

合や人材育成制度を新たに導入した場合に、訓練にかかった費用や訓練期間中の労働

者に支払った賃金の一部を助成する制度を導入している。今後、人材育成のさらなる

充実のためには、このような企業の教育訓練を支援する取組の強化とともに、各企業

においても助成制度を活用するなどして従業員の教育訓練の機会が拡充されるよう、

経営トップの意識改革も必要と思われる。 

 

図表２ 常用労働者１人１か月平均の教育訓練費（全体、企業規模別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「就労条件総合調査」各年版より筆者作成 
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図表３ 人材育成に関する問題点＜複数回答＞ 

注 ：能力開発や人材育成に関して何らかの「問題がある」と回答した事業所（全体の72.9％）対象 

資料：厚生労働省「平成28年度 能力開発基本調査」2017年３月 

 

＜自己啓発をした人は正社員でも半数以下＞ 

 他方、労働者の能力開発についての実態をみると、自己啓発をおこなっている労働

者も限定的であることがわかる。厚生労働省「能力開発基本調査」では、労働者がお

こなう能力開発のうち、「労働者が職業生活を継続するためにおこなう、職業に関する

能力を自発的に開発し向上させるための活動」を「自己啓発」と定義している。2016

年度調査の結果をみても、自己啓発をおこなった人は正社員の45.8％、正社員以外で

は21.6％にとどまっている（図表４）。時系列でみても、自己啓発をおこなっている正

社員は半数以下、正社員以外では２割前後である状況が７年前から続いている。 

また、自己啓発をおこなっているという人でも、その受講時間の短縮傾向がみられ

る。2011年度調査では「５時間未満」が2.4％であったが、2016年度調査では11.0％に

増えているなど、短い時間の選択肢の回答が増えている（図表５）。正社員以外の労働

者についても同様の傾向であり（図表省略）、労働者の中で自己啓発の短時間化が進ん

でいる。 

図表４ 自己啓発をおこなった労働者の割合 
 
 
 
 
 

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」各年版より筆者作成 
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図表５ 自己啓発をおこなった正社員の延べ受講時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「能力開発基本調査」各年版より筆者作成 

 

＜労働者のキャリア形成支援のための個別対応も必要＞ 

自己啓発をおこなっている人が限定的なのはなぜか。自己啓発をおこなう上での問

題点をたずねた回答結果をみると、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」「費用が

かかりすぎる」「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない」が上位を占めており、

時間的余裕と費用面が制約になっていることがうかがえる（図表６）。今、国を挙げて

働き方改革が進められている。多くの企業が職業能力開発も考慮して働き方の見直し

を進め、労働者の働く意欲を高めて生産性の向上を図ることができれば、わが国経済

の成長にも貢献できよう。 

  

図表６ 自己啓発をおこなう上での問題点＜複数回答＞ 

 
注 ：自己啓発をおこなう上で何らかの「問題がある」と回答した人（正社員の78.4％、正社員以外の人の70.3％）

対象 

資料：厚生労働省「平成28年度 能力開発基本調査」2017年３月 

 

59.3

29.7
21.8 20.4 17.7 16.9 16.5 12.8 11.7 11.3

5.2

39.4

28.6
35.7

24.7 22.7

12.2
18.6

9.3 10.9 13.9
10.5

0

20

40

60

80

仕
事
が
忙
し
く
て
自
己
啓
発
の

余
裕
が
な
い

費
用
が
か
か
り
す
ぎ
る

家
事
・
育
児
が
忙
し
く
て
自
己

啓
発
の
余
裕
が
な
い

ど
の
よ
う
な
コ
ー
ス
が
自
分
の

目
指
す
キ
ャ
リ
ア
に
適
切
な
の

か
わ
か
ら
な
い

自
分
の
目
指
す
べ
き
キ
ャ
リ
ア

が
わ
か
ら
な
い

自
己
啓
発
の
結
果
が
社
内
で
評

価
さ
れ
な
い

適
当
な
教
育
訓
練
機
関
が
見
つ

か
ら
な
い

休
暇
取
得
・
定
時
退
社
・
早

退
・
短
時
間
勤
務
の
選
択
等
が

会
社
の
都
合
で
で
き
な
い

コ
ー
ス
受
講
や
資
格
取
得
の
効

果
が
定
か
で
な
い

コ
ー
ス
等
の
情
報
が
得
に
く
い

そ
の
他

正社員 正社員以外

（％）



Watching  

20  Life Design Report  Winter 2018.1            第一生命経済研究所 ライフデザイン研究本部 

また、「どのようなコースが自分の目指すキャリアに適切なのかわからない」や「自

分の目指すべきキャリアがわからない」にも約５人に１人が回答している。自分がど

んな仕事をしていきたいか、すなわち自分のキャリア形成に対する見通しができない

労働者が少なくないことも無視できない結果である。希望する職業人生を実現するた

めには、自らの適性をもとにキャリア形成を考えながら職業能力を高めていくことが

必要である。そのため職業能力開発にあたっては、労働者一人ひとりの適性にあわせ

たキャリア形成支援をおこなうことも重要である。 

程度の差はあるものの多くの人が自分で職業生活を考えていきたいと思っている。

経営環境が厳しい中にあっても、労働者が前向きに自らの能力を最大限に発揮して働

くことができる環境を作ることが、企業にとって、質量両面における人手不足を解消

し、安定的な経営につなげていく一つの方策であると思われる。 

 

（研究開発室 まとば やすこ） 


